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ま え が き

財政事情の公表は、川越市財政事情の作成及び公表に関する条例第２条の規定に

より、年２回（上半期及び下半期）公表することとされており、本市の財政状況について市

民の皆様にご報告するものであります。公表の都度、予算及び決算の概要、予算に対す

る収入及び支出の概況等について報告しておりますが、今回の公表では、平成２７年度

予算及び平成２６年度下半期、即ち平成２６年１０月１日から平成２７年３月３１日までの

予算の執行状況及び公営事業の経理状況等についてご報告いたします。

なお、平成２６年度下半期の公表の数値は、３月３１日現在のものであり、地方自治法

第２３５条の５により予算執行の残務を整理する期間（出納整理期間）があるため、決算

数値とは異なります。
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平成２７年度当初予算は、予算編成方針で重点施策として掲げた「未来につなぐひとづくり」、
「活力と魅力あふれるまちづくり」、「快適で安心できるくらしづくり」の推進を図るとともに、市民の
皆様からの意見・要望及び重要課題に取り組むための予算の編成に努めました。

歳入につきましては、その根幹をなす市税において、法人市民税及び市たばこ税の減収が見
込まれるものの、個人市民税、固定資産税等は増収が見込まれることから、市税全体では前年度
を上回りました。また、地方消費税交付金につきましては、地方消費税率引上げの影響による増
加を見込みました。市債は、新斎場整備事業債や学校給食センター施設整備事業債等の増が見
込まれるものの、地域振興ふれあい拠点施設整備事業債等の減により、前年度よりも減少しまし
た。

一方、歳出につきましては、扶助費等の義務的経費の増加に加えて、社会保障・税番号制度
の実施等により物件費も増加しており、本市の財政状況は依然として厳しいものとなっております。

このような財政状況の中、新年度の予算編成にあたりましては、健全で効率的な行財政運営
の推進を基本目標に掲げ、行財政改革の推進による財源の確保と歳出の削減を図り、限られた
財源の重点的かつ効果的な配分を行うとともに、財政調整基金等の積立基金を活用し、必要な財
源を確保することとしました。

その結果、一般会計当初予算は、前年度当初予算対比で1.5％減、総額1,104億3千万円の予
算規模に、特別会計当初予算は合計で前年度当初予算対比4.0％増、861億1,799万4千円の予
算規模となりました。

■平成２７年度川越市当初予算の概要

平成２７年度会計別当初予算額 （△印 減）

一般会計 市の行政運営の基本的な経費を計上した会計。

特別会計 特定の事業を行うにあたり、一般会計と区別し、特定の歳入を特定の歳出に充てて経理する会計。

用語解説

区 分
会計別

平成27年度
当初予算額

（千円）

平成26年度
当初予算額

（千円）

対前年度
増減額
（千円）

対前年度
増減率
（％）

一 般 会 計 110,430,000 112,080,000 △ 1,650,000 △ 1.5

特 別 会 計 合 計 86,117,994 82,781,603 3,336,391 4.0

国 民 健 康 保 険 事 業 43,575,100 38,877,400 4,697,700 12.1

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,511,800 3,436,500 75,300 2.2

歯 科 診 療 事 業 103,100 104,700 △ 1,600 △ 1.5

介 護 保 険 事 業 19,471,700 20,966,100 △ 1,494,400 △ 7.1

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 96,800 91,800 5,000 5.4

川越駅東口公共地下駐車場事業 132,700 166,400 △ 33,700 △ 20.3

農 業 集 落 排 水 事 業 148,000 134,000 14,000 10.4

水 道 事 業 9,689,901 9,625,717 64,184 0.7

公 共 下 水 道 事 業 9,388,893 9,378,986 9,907 0.1

総 計 196,547,994 194,861,603 1,686,391 0.9

※母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計は、川越市特別会計条例の規定により、平成２６年１０月１日から母子父子寡婦
福祉資金貸付事業特別会計となった。
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一般会計歳入（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成27年度 平成26年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額

（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

市 税 55,420,645 50.2  0.5 158,622 55,118,684 49.2

地 方 譲 与 税 684,040 0.6  △ 2.0 1,958 698,000 0.6

利 子 割 交 付 金 81,904 0.1  △ 14.2 234 95,514 0.1

配 当 割 交 付 金 327,214 0.3  42.0 937 230,469 0.2

株式等譲渡所得割交付金 320,000 0.3  826.1 916 34,554 0.0

ゴルフ場利用税交付金 65,000 0.1  △ 1.5 186 66,000 0.1

地 方 消 費 税 交 付 金 5,206,530 4.7  47.6 14,902 3,528,193 3.2

自 動 車 取 得 税 交 付 金 154,000 0.1  0.0 441 154,000 0.1

地 方 特 例 交 付 金 310,000 0.3  0.0 887 310,000 0.3

地 方 交 付 税 1,770,000 1.6  △ 2.2 5,066 1,810,000 1.6

交通安全対策特別交付金 51,000 0.0  0.0 146 51,000 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 891,006 0.8  △ 27.3 2,550 1,225,948 1.1

使 用 料 及 び 手 数 料 2,155,225 2.0  31.6 6,169 1,637,348 1.5

国 庫 支 出 金 16,416,171 14.9  △ 3.0 46,985 16,919,835 15.1

県 支 出 金 6,727,665 6.1  9.1 19,255 6,164,682 5.5

財 産 収 入 276,597 0.2  △ 42.7 792 483,096 0.4

寄 附 金 1,530 0.0  0.0 4 1,530 0.0

繰 入 金 3,330,527 3.0  7.2 9,532 3,107,309 2.8

繰 越 金 1,700,000 1.5  0.0 4,866 1,700,000 1.5

諸 収 入 3,632,846 3.3  1.7 10,398 3,572,938 3.2

市 債 10,908,100 9.9  △ 28.1 31,221 15,170,900 13.5

歳 入 合 計 110,430,000 100.0  △ 1.5 316,067 112,080,000 100.0

市税 市民税、固定資産税、都市計画税、市たばこ税、事業所税、軽自動車税。

国庫支出金 一定の事業に使いみちを特定して国から交付されるもの。

市債 国や金融機関等からの借入金。

県支出金 一定の事業に使いみちを特定して県から交付されるもの。

諸収入 税の延滞金、預金利子といった他の収入科目に含まれないもの。

グラフ中のその他 地方消費税交付金、繰入金、使用料及び手数料、地方交付税、繰越金、分担金及び負担金、
地方譲与税、配当割交付金等。

用語解説

地方消費税交付

金の増は、地方

消費税率引き上

げの影響による

ものです。

県支出金の増は、

施設型給付費等

負担金の増等に

よるものです。

※市民一人当たり当初予算額は平成２７年４月１日現在の人口349,388人にて算出。

市税

市税

国庫支出金

国庫支出金

市債

市債

県支出金

県支出金

諸収入

諸収入

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成27年度

平成26年度

（千円）

市債の減は、地

域振興ふれあい

拠点施設整備事

業債の減等によ

るものです。
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一般会計歳出（款別） （△印 減）

区 分
款 別

平成27年度 平成26年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額

（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

議 会 費 719,547 0.7 3.2 2,059 697,265 0.6 

総 務 費 11,478,441 10.4 △ 3.7 32,853 11,917,511 10.7 

民 生 費 43,890,239 39.7 0.8 125,620 43,541,484 38.9 

衛 生 費 14,747,028 13.4 30.2 42,208 11,330,774 10.1 

労 働 費 237,511 0.2 △ 3.6 680 246,292 0.2 

農 林 水 産 業 費 516,163 0.5 6.6 1,477 484,242 0.4 

商 工 費 1,708,858 1.6 △ 23.2 4,891 2,225,894 2.0 

土 木 費 9,081,907 8.2 △ 45.3 25,994 16,607,497 14.8 

消 防 費 4,502,515 4.1 6.2 12,887 4,237,877 3.8 

教 育 費 14,054,997 12.7 34.4 40,228 10,454,753 9.3 

災 害 復 旧 費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0 

公 債 費 9,212,121 8.3 △ 6.8 26,367 9,883,025 8.8 

諸 支 出 金 158,673 0.1 △ 52.1 454 331,386 0.3 

予 備 費 120,000 0.1 0.0 343 120,000 0.1 

歳 出 合 計 110,430,000 100.0 △ 1.5 316,067 112,080,000 100.0 

衛生費の増は、
新斎場建設の増
等によるものです。

教育費の増は、
学 校 給 食 セ ン
ター施設整備の
増等によるもので
す。

土木費の減は、
地域振興ふれあ
い拠点施設整備
の減等によるも
のです。

※市民一人当たり当初予算額は平成２７年４月１日現在の人口349,388人にて算出。

民生費 児童、高齢者、障害を持った方のための各種の福祉施策や運営、生活保護の実施等のための経費。

衛生費 保健衛生、環境保全等のための経費。

教育費 学校教育や社会教育の充実等のための経費。

総務費 選挙事務、戸籍事務、徴税事務、庁舎管理、芸術・文化・スポーツ振興等のための経費。

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費。

土木費 道路整備、河川改修、公園・市営住宅の整備や管理等の経費。

グラフ中のその他 消防費、商工費、議会費、農林水産業費、労働費、諸支出金、予備費、災害復旧費。

用語解説

民生費

民生費

衛生費

衛生費

教育費

教育費

総務費

総務費

公債費

公債費

土木費

土木費

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成27年度

平成26年度

（千円）
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一般会計歳出（性質別）

区 分
性質別

平成27年度 平成26年度

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

増減率
（％）

市民一人当たり
当初予算額（円）

当初予算額
（千円）

構成比
（％）

人 件 費 21,692,627 19.6 0.6 62,087 21,559,501 19.2 

物 件 費 16,133,237 14.6 8.9 46,176 14,820,923 13.2 

維 持 補 修 費 726,215 0.7 △ 34.5 2,079 1,108,492 1.0 

補 助 費 等 6,435,069 5.8 △ 8.8 18,418 7,057,587 6.3 

扶 助 費 27,033,769 24.5 5.1 77,375 25,712,121 23.0 

普通建設事業費 15,088,325 13.7 △ 16.7 43,185 18,107,508 16.2 

災害復旧事業費 2,000 0.0 0.0 6 2,000 0.0 

公 債 費 9,212,087 8.3 △ 6.8 26,366 9,882,991 8.8 

積 立 金 141,546 0.1 55.8 405 90,870 0.1 

投資及び出資金 ― ― － － ― ―

貸 付 金 1,055,361 1.0 △ 9.3 3,021 1,164,014 1.0 

繰 出 金 12,789,764 11.6 2.7 36,606 12,453,993 11.1 

予 備 費 120,000 0.1 0.0 343 120,000 0.1 

歳 出 合 計 110,430,000 100.0  △ 1.5 316,067 112,080,000 100.0 

※市民一人当たり当初予算額は平成２７年４月１日現在の人口349,388人にて算出。

普通建設事業費

の減は、地域振興

ふれあい拠点施

設整備の減等に

よるものです。

扶助費の増は、保

育所等の施設型

給付費の増等に

よるものです。

扶助費 生活保護、児童手当等の各種扶助の経費。

人件費 職員給与等の勤労の対価、報酬として支払われる経費。

物件費 公共料金、旅費、消耗品の購入費等の消費的性質の経費。

普通建設事業費 道路、橋りょう、学校、庁舎等の公共・公用施設の建設のための経費。

繰出金 一般会計から特別会計、または運用基金へ支出される経費のこと。

公債費 借入金の元金、利子の返済のための経費。

グラフ中のその他 補助費等、貸付金、維持補修費、積立金、予備費、災害復旧事業費。

用語解説

（△印 減）

扶助費

扶助費

人件費

人件費

物件費

物件費

普通建設事業費

普通建設事業費

繰出金

繰出金

公債費

公債費

その他

その他

0 20,000,000 40,000,000 60,000,000 80,000,000 100,000,000 120,000,000

平成27年度

平成26年度

（千円）

物件費の増は、社

会保障・税番号制

度の実施に伴う増

等によるものです。
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平成２７年度の主要な事業（一般会計） （単位：千円）

款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

長崎平和祈念式典市民参加事業 717 保育所建設補助 619,832

社会保障・税番号制度（マイナンバー）関係 38,264 障害児通所給付費 253,241

公共施設等総合管理計画の策定及び個別
施設計画策定の検討

7,432 地域子育て支援拠点事業 132,089

第四次川越市総合計画の策定 13,352 仙波町保育園屋根・外壁改修工事 20,000

東京オリンピック・パラリンピックの推進 12,492 施設型給付費等（保育所等） 2,375,340

地域活動の推進 4,048 （新）地域型保育給付費（小規模保育等） 359,508

自治会集会所建設補助 52,000 （新）保育所等訪問支援事業 1,920

（新）振り込め詐欺対策 6,000 ひかり児童園整備推進 104,635

市民会館機械室建設等設計業務委託 10,000 第二次川越市保健医療計画策定 4,694

文化芸術振興・市民活動拠点施設等運営
管理

263,650 各種予防接種の推進 896,509

自転車シェアリング事業 47,000
（新）小児慢性特定疾病児童等自立支援事
業

2,016

（新）都市・地域総合交通戦略策定 9,500 地区担当保健師活動 2,291

ゾーン３０対策事業 13,600 各種がん検診の実施 169,893

西口第三自転車駐車場供用開始 13,300 環境基本計画・緑の基本計画策定 4,200

安全安心通学路対策 15,000
（新）防災拠点等への再生可能エネルギー
等導入推進

51,243

（新）川越市文化芸術スポーツ振興基金の
設置

50,000 （新）PM2.5成分分析実態調査 10,714

生涯スポーツの充実 6,727 （新）駐車場緑化補助金 300

小江戸川越ハーフマラソン大会 4,000 新斎場建設 3,363,820

陸上競技場、総合体育館、テニスコートの改
修等

50,530 西清掃センター跡地等施設整備 32,070

本庁舎耐震化事業 255,900 東清掃センター整備事業 170,530

（新）社会保障・税番号制度（マイナンバー）
関係

184,245 環境衛生センター施設整備 4,530

（新）社会保障・税番号制度（マイナンバー）
関係

52,056 労働費 （新）障害者雇用奨励金 3,000

第三次地域福祉計画策定 5,970

（新）自立相談支援事業 27,000

介護給付・訓練等給付 4,091,393 空き店舗対策事業 4,170

（新）こどもの発達支援巡回事業 2,754 （新）（仮称）地域経済活性化講演会 807

民間福祉施設補助（障害者施設） 31,157 （新）産業振興ビジョン策定 5,569

（新）重度心身障害者ガソリン費助成事業 24,000 企業立地奨励金 160,323

民間福祉施設補助（高齢者施設） 107,306 住宅改修補助金 20,000

子育て体験学習事業 710 旧山崎家別邸 16,194

病児・病後児保育事業 29,680 元町休憩所 3,772

総務費

民生費

衛生費

農林
水産
業費

多面的機能支払交付金 11,415

民生費

商工費
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（単位：千円）

款別 事　　業　　名 予算額 款別 事　　業　　名 予算額

商工費 （新）蓮馨寺境内トイレ改築工事 30,261 市内循環線 110,600

耐震診断義務化建築物補助金 10,000 市内循環線（用地） 74,800

歩道整備（市道） 97,000 本川越駅前通線 135,000

川越駅東口ペデストリアンデッキ安全対策 33,000 本川越駅前通線（用地） 19,100

（新）冠水表示板設置 26,800 歴史的地区環境整備街路事業 102,000

幹線道路（市道）整備 153,000 なぐわし公園二期工事 150,176

幹線道路（市道）整備（用地） 83,860 防災施設設置管理 77,218

生活道路（市道）改良 236,500 防災事務 30,710

生活道路（市道）改良（用地） 177,100 オールマイティーチャー配置事業 50,347

広域幹線（市道）整備 82,000 スクールボランチ作戦 13,501

広域幹線（市道）整備（用地） 31,730 英語指導助手配置事業 64,099

橋りょう維持補修 201,500 （新）スクールソーシャルワーカー 924

橋りょう新設改良 86,000 （新）私立幼稚園耐震改修事業費補助金 29,326

橋りょう新設改良（用地） 2,650 小学校施設整備改修 62,000

三駅周辺地区整備計画 1,400 （新）空調設備設置基礎調査業務委託 21,120

（新）立地適正化計画策定検討業務委託 14,613 （新）非構造部材耐震化 50,017

（新）喜多院周辺地区都市景観形成地域指
定・整備検討

3,204 小学校大規模改造 320,115

（新）景観計画ガイドライン作成 1,726 （新）南古谷小学校の校舎の増築 198,100

（新）防災計画策定業務委託 6,000 中学校施設整備改修 61,000

旧川越織物市場活用推進 9,967 （新）非構造部材耐震化 211,625

本川越駅西口駅前広場及びアクセス道路整
備等

199,391 中学校大規模改造 277,211

中央通り地区整備 316,416 学童保育室運営管理 55,634

笠幡駅前周辺整備 10,000 （新）臨時職員賃金（学童保育室） 504,190

（新）川越駅西口市有地利活用事業 17,000 蔵造り資料館耐震化 16,689

新河岸駅周辺地区整備 710,562 （新）仮称霞ケ関西公民館建設推進 3,872

県道川越越生線交通安全施設整備 358,310 公民館活動の充実 14,750

新宿町三丁目交差点整備 209,106 （新）南古谷学童保育室整備 36,000

交差点改良 3,500 （新）時の鐘耐震化 43,300

交差点改良（用地） 105,000 新学校給食センターＰＦＩ事業 2,125,642

川越駅南大塚線 62,500

川越駅南大塚線（用地） 225,700

土木費

消防費

教育費

土木費
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■平成２６年度予算に対する収入及び支出の概況（平成２７年３月３１日現在）

１．一般会計
歳 入 （△印 減）

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

収入済額
B （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

市 税 55,414,584 54,688,355 △ 726,229 98.7
地 方 譲 与 税 698,000 692,902 △ 5,098 99.3
利 子 割 交 付 金 95,514 81,155 △ 14,359 85.0
配 当 割 交 付 金 230,469 368,402 137,933 159.8
株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 34,554 225,781 191,227 653.4
ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 66,000 62,805 △ 3,195 95.2
地 方 消 費 税 交 付 金 3,528,193 3,533,534 5,341 100.2
自 動 車 取 得 税 交 付 金 154,000 134,821 △ 19,179 87.5
地 方 特 例 交 付 金 315,375 315,375 0 100.0
地 方 交 付 税 2,054,690 2,062,557 7,867 100.4
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 51,000 46,003 △ 4,997 90.2
分 担 金 及 び 負 担 金 1,225,948 1,098,353 △ 127,595 89.6
使 用 料 及 び 手 数 料 1,637,348 1,562,077 △ 75,271 95.4
国 庫 支 出 金 17,706,633 16,678,822 △ 1,027,811 94.2
県 支 出 金 6,258,237 4,836,073 △ 1,422,164 77.3
財 産 収 入 483,096 315,610 △ 167,486 65.3
寄 附 金 46,133 15,783 △ 30,350 34.2
繰 入 金 757,309 653,178 △ 104,131 86.2
繰 越 金 4,883,292 4,883,292 0 100.0
諸 収 入 3,605,224 3,417,771 △ 187,453 94.8
市 債 15,781,800 5,451,100 △ 10,330,700 34.5

歳 入 合 計 115,027,399 101,123,749 △ 13,903,650 87.9

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。
※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越財源等（国庫支出金514,798千円、県支出金68,194千円、繰越金134,622千円、市
債1,178,800千円）を含む。

歳 出

区 分
款 別

予算現額
A （千円）

支出済額
B （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

議 会 費 701,672 671,622 30,050 95.7
総 務 費 12,778,342 8,490,929 4,287,413 66.4
民 生 費 43,974,863 35,706,996 8,267,867 81.2
衛 生 費 11,470,432 9,692,310 1,778,122 84.5
労 働 費 246,292 220,566 25,726 89.6
農 林 水 産 業 費 1,021,608 622,229 399,379 60.9
商 工 費 2,607,864 1,928,765 679,099 74.0
土 木 費 16,351,246 10,395,807 5,955,439 63.6
消 防 費 4,051,045 3,975,835 75,210 98.1
教 育 費 11,579,366 10,264,170 1,315,196 88.6
災 害 復 旧 費 2,000 0 2,000 0.0
公 債 費 9,883,025 9,580,731 302,294 96.9
諸 支 出 金 267,494 254,114 13,380 95.0
予 備 費 92,150 0 92,150 0.0

歳 出 合 計 115,027,399 91,804,074 23,223,325 79.8

※予算現額には、前年度からの繰越明許費繰越額等（総務費30,400千円、民生費29,160千円、土木費699,662千円、教育費
1,137,192千円）を含む。
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２．特別会計
歳 入 （△印 減）

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

収入済額
Ｂ （千円）

予算現額と
収入済額との比較
B－A （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 39,703,742 34,906,096 △ 4,797,646 87.9

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,443,207 3,168,038 △ 275,169 92.0

歯 科 診 療 事 業 105,173 105,884 711 100.7

介 護 保 険 事 業 21,738,144 16,805,789 △ 4,932,355 77.3

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 91,800 112,398 20,598 122.4

川越駅東口公共地下駐車場事業 166,400 165,116 △ 1,284 99.2

農 業 集 落 排 水 事 業 134,195 77,858 △ 56,337 58.0

合 計 65,382,661 55,341,179 △ 10,041,482 84.6

歳 出

区 分
会計別

予算現額
Ａ （千円）

支出済額
Ｂ （千円）

予算現額と
支出済額との比較
A－B （千円）

予算対比
Ｂ/Ａ （％）

国 民 健 康 保 険 事 業 39,703,742 37,893,101 1,810,641 95.4

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 3,443,207 3,103,397 339,810 90.1

歯 科 診 療 事 業 105,173 81,226 23,947 77.2

介 護 保 険 事 業 21,738,144 16,919,389 4,818,755 77.8

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 91,800 82,400 9,400 89.8

川越駅東口公共地下駐車場事業 166,400 53,190 113,210 32.0

農 業 集 落 排 水 事 業 134,195 118,238 15,957 88.1

合 計 65,382,661 58,250,941 7,131,720 89.1
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■住民の税負担状況（平成２７年３月３１日現在）

区 分

税 目

平成２６年度

予算現額 調定額 収入済額

Ａ 構成比 市民一人当たり 一世帯当たり Ｂ
収入率

(B/A)

千円 千円 ％ 円 円 千円 ％

市 税 総 額 55,414,584  59,029,736  100.0 168,952  392,498  54,688,355  92.6 

市 民 税 25,152,592  27,262,606  46.2 78,030  181,273  24,356,183  89.3 

固 定 資 産 税 22,036,568  23,234,036  39.5 66,499  154,487  22,070,085  94.9 

軽 自 動 車 税 398,416  438,330  0.7 1,255  2,915  402,759  91.8 

市 た ば こ 税 2,246,221  2,262,098  3.8 6,474  15,041  2,262,067  99.9 

事 業 所 税 1,584,585  1,619,062  2.7 4,634  10,765  1,598,668  98.7 

都 市 計 画 税 3,996,202  4,213,604  7.1 12,060  28,017  3,998,593  94.8 

※市税の収入済額は、市税歳計外分を市税歳入へ収入金更正した後の金額。

※市民一人当たり調定額は平成２７年３月３１日現在の人口349,388人にて算出。
※一世帯当たり調定額は平成２７年３月３１日現在の世帯数150,395世帯にて算出。

市民税 法人・個人の所得に対して課される税金。

固定資産税 土地、家屋、償却資産に対して課される税金。

都市計画税 都市計画事業等にあてるため、市街化区域に所在する土地、家屋に対して課される税金。

市たばこ税 たばこに対して課される税金。

事業所税 一定規模以上の事業所に対して課される税金。

軽自動車税 軽自動車等の所有に対して課される税金。

用語解説

市民税
46.2%

固定資産税
39.5%

都市計画税
7.1%

市たばこ税
3.8%

事業所税
2.7%

軽自動車税
0.7%

税目別割合（調定額）
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■市債現在高（平成２７年３月３１日現在）

区 分 金額 （千円）

一
般
会
計
債

普
通
債

総 務 債 1,697,984

民 生 債 843,610

保 育 所 債 484,135

衛 生 債 10,751,075

労 働 債 0

農 林 水 産 業 債 166,814

商 工 債 792,488

土 木 債 24,408,238

公 営 住 宅 債 328,592

消 防 債 0

教 育 債 3,829,564

義 務 教 育 債 4,714,804

普 通 債 合 計 48,017,304

そ
の
他

減 収 補 て ん 債 1,475,987

減 税 補 て ん 債 3,030,967

臨 時 税 収 補 て ん 債 309,150

臨 時 財 政 対 策 債 35,235,798

そ の 他 合 計 40,051,902

一般会計債合計 88,069,206

区 分 金額 （千円）

特
別
会
計
債

母子父子寡婦福祉資金貸付事業債 413,417

農 業 集 落 排 水 事 業 債 1,178,329

水 道 事 業 債 7,588,237

公 共 下 水 道 事 業 債 19,316,627

特別会計債合計 28,496,610

区 分 金額 （千円）

一般会計債合計 88,069,206

特別会計債合計 28,496,610

総 合 計 116,565,816

■市有財産の現在高（平成２７年３月３１日現在）

１．土地・建物（道路・水路を除く）

区 分
面 積

㎡

価 格
千円

土
地

行政財産 2,626,057.80  151,032,275 

普通財産 185,431.98  10,788,623 

計 2,811,489.78  161,820,898 

建
物

行政財産 771,280.95  102,852,285 

普通財産 3,437.99  160,832 

計 774,718.94  103,013,117 

２．基金（積立基金）

基 金 名 金 額 （円）

財政調整基金 5,644,934,369

り災救助基金 7,730,269

福祉基金 41,562,689

公共施設整備基金 1,699,218

商業振興施設整備基金 49,011,774

職員退職手当基金 606,949,618

初雁公園整備基金 275,715,644

緑の基金 161,495,136

庁舎建設基金 1,266,699,497

平和基金 50,633,180

東日本大震災被災者等支援基金 11,750,524

国民健康保険支払基金 107,153,574

介護保険保険給付費等準備基金 1,688,949,008

計 9,914,284,500

行政財産 庁舎、学校等の建物や敷地といった公用・公共のために使用されるもの。

普通財産 行政財産以外の公有財産。

用語解説
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■財政指数等比較（普通会計決算）
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経常収支比率 は、

経常一般財源が経常的経費に使わ
れた割合で、比率が高いほど財政
構造の弾力性に欠けるとされます。

※一般財源 使途が特定されず、どのような経費にも使用することができる財源。
※経常一般財源 市税など経常的な一般財源。
※経常的経費 職員人件費、施設の維持管理費、扶助費、公債費など経常的な経費。

公債費負担比率 は、

公債費に使われた一般財源
の一般財源総額に対する割
合で、比率が高いほど公債
費による財政負担が大きくな
ります。

積立基金 は、

年度間の財源調整や特定の目
的のために、資金を積立てるも
ので、市の「貯金」。
積立額が多いほど財源に余裕
があると言えます。
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地方債現在高 は、

過去に借り入れた地方債の
未償還元金で、額が多いほ
ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※地方債 地方公共団体が建設事業などを行なう際に借り入れる借金で、財政負担の平準化や世代間負担の公
平化が図れるが、将来の財政負担となる。

債務負担行為額は、

地方公共団体が負っている
債務（地方債等を除く）のうち、
翌年度以降に支出が予定さ
れているもので、額が多いほ
ど将来の財政負担が大きくな
ります。

※住民一人当たりの積立基金現在高、地方債現在高、債務負担行為額については、住民基本台帳人口を基に算出し
ている（平成２１年度から平成２４年度までは３月３１日、平成２５年度は１月１日を基準日としている）。

普通会計 国の統計調査である地方財政状況調査の対象となる会計で、主に市税を原資として経理される。
川越市の場合、平成２５年度においては、一般会計及び歯科診療事業、母子寡婦福祉資金貸付事業の２
特別会計がこれに当る。
普通会計以外の会計は公営事業会計として区分される。

用語解説
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水道事業の業務状況  

（平成２７年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

平成２７年３月３１日現在の水道事業の概況は、次のとおりです。 

・給水人口      ３４９，３１７人 

・給水戸数      １５０，３４４戸 

・一日平均給水量   １０８，３０１㎥ 

・有収水量    ３７，２２５，８３９㎥ 

 また、水道水を市民の皆様に安定的に供給するために、平成２６年度も老朽

化した施設の更新や改良を計画的に進めてまいりました。 

具体的には、平成２６年度から平成３０年度までの第三次浄水場整備事業と

して、耐震補強が必要とされる配水池や場内管路等の土木施設の耐震化及び修

繕工事を実施しております。 

平成２６年度に実施した事業の主な内容は、次のとおりです。 

 

（１）第三次浄水場整備事業 

霞ケ関第二浄水場修繕事業 霞ケ関第二浄水場 No.3配水池修繕工事 

 

（２）その他建設改良事業 

送配水管の新設改良事業  １９，２２９ｍ 

 

その他の主な業務の執行状況につきましては、給水装置の新設工事件数は 

年１，７６０件を予定していたところ上半期８８１件、下半期９９３件、計 

１，８７４件（１０６．５％）を行い、配水量は年間予定４０，２１５千㎥に

対し、上半期２０，１１１千㎥、下半期１９，４１９千㎥、計３９，５３０千

㎥（９８．３％）となりました。 
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２ 経理の状況 

 

収益的収入支出につきましては、水道事業収益の予算額６,８８３,２８４千

円に対して、７,０２８,０３６千円の収入があり、水道事業費用の予算額 

６,５７２,８１８千円に対して、６,３６２,３９７千円の支出がありました。 

収入支出の差引は６６５,６３９千円となりますが、消費税抜きの損益ベースで

は、５４０,８６７千円の純利益を計上しました。 

資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額４９６,４０３千円に対

して、５０４,６８８千円の収入があり、資本的支出の予算額 

２,６１５,２５３千円に対して、２,５６５,４５５千円の支出があり、収入支出

の差引２,０６０,７６７千円の不足を生じましたが、この不足額は、過年度分

損益勘定留保資金などで補填しました。 

なお、平成２６年度の予算の執行状況は次のとおりとなります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

 

収入                         

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B―A 執行率％ 

営 業 収 益 6,484,636 6,452,174 △32,462 99.5 

営業外収益 397,980 440,632 42,652 110.7 

特 別 利 益 668 135,230 134,562 20,244.0 

計 6,883,284 7,028,036 144,752 102.1 

 

支出                            

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

営 業 費 用 6,118,554 5,911,605 0 206,949 96.6 

営業外費用 261,994 261,983 0 11 100.0 

特 別 損 失 192,227 188,810 0 3,417 98.2 

予 備 費 43 0 0 43 0.0 

計 6,572,818 6,362,397 0 210,421 96.8 

※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 
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（２）資本的収入及び支出（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

 

収入                        

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ B－Ａ 執行率％ 

企 業 債 314,800 314,800 0 100.0 

他 会 計 負 担 金 38,904 38,636 △268 99.3 

工 事 負 担 金 44,052 53,220 9,168 120.8 

水道施設加入金 98,627 97,995 △632 99.4 

固定資産売却代金 20 37 17 185.0 

計 496,403 504,688 8,285 101.7 

 

支出                            

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

建設改良費 1,908,246 1,863,449 0 44,797 97.7 

企業債償還金 702,007 702,006 0 1 100.0 

予 備 費  5,000 0 0 5,000 0.0 

計 2,615,253 2,565,455 0 49,798 98.1 

※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 7,975,444 314,800 702,006 7,588,237 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

 

４ 平成２７年度の経営方針及び予算の概要 

水道事業の普及率は９９．９％に達しており、近年の人口動向から見て十分

な給水能力を保持していると考えております。 

しかし、昭和２９年の給水開始から６０年を経ており、施設の老朽化に対応

するための更新事業を実施しています。これと併せて、計画的に耐震化等の工

事を推進していく必要性があります。 

これには多くの費用と時間が必要となりますので、今年度も効率的な経営を

図るとともに計画的な事業を実施し、安全な水道水を安定的に供給してまいり

ます。 

今年度も引き続き浄水場整備事業を進めるとともに、地震などの災害に備え

た耐震補強を計画的に実施してまいります。 

なお、平成２７年度の主な建設改良事業と予算額は、次のとおりです。 
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（１）配水管更新事業 １，５２３，８３９千円 

（２）水道施設災害対策事業 ２３１，９４４千円 

（３）配水管布設替事業 １９５，５７２千円 

（４）第三次浄水場整備事業 １２５，９３９千円 

（５）配水補助管布設事業 ８７，２２３千円 

（６）管網整備事業（布設） ６６，８９６千円 

平成２７年度の水道事業会計予算の概要は次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 水道事業収益 ６，８２０，５９１千円 

第１項 営業収益 ６，４２０，８６９千円 

第２項 営業外収益 ３９９，７０２千円 

第３項 特別利益  ２０千円 

支 出 

第１款 水道事業費用   ６，６１０，１９９千円 

第１項 営業費用 ６，２６４，０３０千円 

第２項 営業外費用 ２２９，５６１千円 

第３項 特別損失 １１１，６０８千円 

第４項 予備費 ５，０００千円 

（２）資本的収入及び支出 

収     入 

第１款 資本的収入  ７９９，４４３千円 

第１項 企業債  ６２８，２００千円 

第２項 他会計負担金 ４５，６７２千円 

第３項 工事負担金 ４７，９２４千円 

第４項 水道施設加入金 ７７，６４７千円 

支 出 

第１款 資本的支出   ３，０７９，７０２千円 

第１項 建設改良費 ２，３８８，６３４千円 

第２項 企業債償還金 ６８６，０６８千円 

第３項 予備費 ５，０００千円 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ２，２８０，２５９千円 

不足する額を補てんする財源の内訳 
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当年度分消費税資本的収支調整額         １６０，６１５千円 

減債積立金                   １００，０００千円 

建設改良積立金                 １００，０００千円 

過年度分損益勘定留保資金          １，７２５，７２６千円 

当年度分損益勘定留保資金            １９３，９１８千円 
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公共下水道事業の業務状況 

（平成２７年３月３１日） 

 

１ 事業の概況 

平成２７年３月３１日現在の公共下水道事業の概況は、次のとおりです。 

・水洗化人口        ２９８，０６５人 

・一日平均処理水量     １４０，０３３㎥ 

・排除量       ３２，７７９，１６０㎥ 

 また、下水道施設の整備拡充のため、平成２６年度も施設整備を計画的に推

進するとともに、老朽化した施設の更新や改良を実施してまいりました。 

平成２６年度に実施いたしました建設改良事業の主な内容は次のとおりです。 

 

（１）下水道整備の状況 

整備人口 普及率（％） 現在整備面積（ｈａ） 整備率（％） 整備管渠延長（km） 

298,003 85.3 

 

市街化区域 3,186 99.0 902.7 

 調整区域 788 25.4 

 

（２）汚水施設整備事業   

   汚水管きょ築造工事       ４，２０４ｍ 

 

（３）雨水施設整備事業 

   雨水管きょ築造工事         ６１４ｍ 

 

（４）合流式下水道改善事業   

   貯留施設築造工事           １箇所 

 

（５）汚水管きょ改良事業 

   汚水管きょの更新工事等     ３，０７４ｍ 

 

その他の主な業務の執行状況につきましては、公共下水道の新規接続件数は

上半期８１３件、下半期８６６件、合計１，６７９件となりました。 

また、下水道管きょの適切な維持に必要な清掃（定期清掃及び緊急に必要に

なった清掃）を３３，１１６ｍ実施いたしました。 
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２ 経理の状況  

収益的収入支出につきましては、下水道事業収益の予算額６,３８６,４１８

千円に対して、６,２１３,２３９千円の収入があり、下水道事業費用の予算額 

６,３０２,２６９千円に対して、６,０００,８２１千円の支出があり、収入支出

差引２１２,４１８千円となりましたが、消費税抜きの損益ベースでは、 

１０９,４８７千円の純利益を計上しました。 

資本的収入支出につきましては、資本的収入の予算額１,３０８,６１８千円

に対して、１,１３５,７３６千円の収入があり、資本的支出の予算額 

３,１６２,１８３千円に対して、２,７６６,２３６千円の支出があり、収入支出

の差引１,６３０,５００千円の不足を生じましたが、この不足額は、過年度分

損益勘定留保資金などで補填しました。 

なお、平成２６年度の予算の執行状況は次のとおりとなります。 

 

（１）収益的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入                     

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

営業収益  4,324,395 4,317,089 △7,306 99.8 

営業外収益 2,062,003 1,890,179 △171,824 91.7 

特 別 利 益  20 5,971 5,951 29,855.0 

計 6,386,418 6,213,239 △173,179 97.3 

 

支出                   

科  目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

営 業 費 用  5,596,600 5,333,436 0 263,164 95.3 

営業外費用 548,020 516,437 0 31,583 94.2 

特 別 損 失 152,649 150,948 0 1,701 98.9 

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 6,302,269 6,000,821 0 301,448 95.2 

※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 
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（２）資本的収入及び支出（単位は千円、△は減、千円未満は四捨五入） 

収入

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ Ｂ－Ａ 執行率％ 

企 業 債 863,100 648,500 △214,600 75.1 

国 庫 補 助 金 211,570 211,570 0 100.0 

工 事 負 担 金 967 770 △197 79.6 

受 益 者 負 担 金 38,900 63,093 24,193 162.2 

分 担 金 6,900 24,649 17,749 357.2 

他 会 計 負 担 金 74,877 74,843 △34 100.0 

他 会 計 補 助 金 112,304 112,304 0 100.0 

固定資産売却代金 0 8 8 皆増 

計 1,308,618 1,135,736 △172,882 86.8 

支出

科 目 予算現額Ａ 執行額Ｂ 翌年度繰越額Ｃ 不用額Ａ－Ｂ－Ｃ 執行率％※ 

建設改良費 2,059,411 1,668,466 240,000 150,945 92.7 

企業債償還金 1,097,772 1,097,770 0 2 100.0 

予 備 費 5,000 0 0 5,000 0.0 

計 3,162,183 2,766,236 240,000 155,947 95.1 

※執行率＝（Ｂ＋Ｃ）／Ａ 

※※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

３ 企業債の概況（単位は千円、千円未満は四捨五入） 

種 別 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高 

企 業 債 19,765,897 648,500 1,097,770 19,316,627 

※千円未満を四捨五入したことにより、差額又は合計額が一致しない場合があります。 

４ 平成２７年度の経営方針及び予算の概要 

公共下水道事業は経営状況の明確化を主な目的として、平成１５年度から地

方公営企業法の適用を受け、受益者負担の原則に基づき効率的な経営を行って

おります。 

雨水施設の整備及び維持管理は一般会計からの繰入金により実施されており

ますので、一般会計における財政状況にもよりますが、今年度も効果的かつ積

極的に推進してまいります。 

汚水施設の整備及び維持管理は一層の効率化を図りながら老朽化した施設の

更新や未整備地域に対する整備を推進してまいります。 

なお、平成２７年度の主な事業と予算額は、次のとおりです。 
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（１）汚水管渠整備事業      ４０９，７００千円 

（２）汚水管渠改良事業      ４７１，５９３千円 

（３）雨水貯留管整備事業     ３５０，０００千円 

（４）雨水管渠整備事業      ２１０，８９０千円 

（５）雨水ポンプ場築造事業    １１０，０００千円 

 

平成２７年度の公共下水道事業会計予算の概要は次のとおりです。 

（１）収益的収入及び支出 

収     入 

第１款 下水道事業収益      ６，２１８，５４２千円        

第１項 営業収益        ４，２９０，４７１千円 

第２項 営業外収益       １，９２７，９６１千円 

第３項 特別利益              １１０千円 

 

支     出  

第１款 下水道事業費用       ６，１１２，４６４千円 

第１項 営業費用        ５，５１４，６２３千円 

第２項 営業外費用         ５０３，８５１千円 

第３項 特別損失           ８８，９９０千円 

第４項 予備費             ５，０００千円 

 

（２）資本的収入及び支出 

収     入 

第１款 資本的収入         １，６３３，１１０千円 

第１項 企業債         １，０７５，１００千円 

第２項 国庫補助金         １６９，０９０千円 

第３項 工事負担金             ３７６千円 

第４項 受益者負担金         ４０，０００千円 

第５項 分担金             ６，９００千円 

第６項 他会計負担金         ８０，０５２千円 

第７項 他会計補助金        ２６１，５９２千円 

 

支     出 

第１款 資本的支出         ３，２７６，４２９千円 

第１項 建設改良費       ２，１２５，６０２千円 

第２項 企業債償還金      １，１４５，８２７千円 

第３項 予備費             ５，０００千円 
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資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 １，６４３，３１９千円 

不足する額を補てんする財源の内訳 

当年度分消費税資本的収支調整額  １０６，０７８千円 

過年度分損益勘定留保資金 １，５３７，２４１千円 
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